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第４３号議案 

平成３１年度吉川市吉川美南駅東口周辺地区土地区画整理事業特別会計予算 

 平成３１年度吉川市吉川美南駅東口周辺地区土地区画整理事業特別会計の予算は、次に

定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，４８４，５５３千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第１表 歳入歳出予算」によ

る。 

（地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２

表 地方債」による。 

平成３１年２月２５日提出 

                             吉川市長 中原恵人 

 

 



 第１表　歳入歳出予算

 歳　入 (単位　千円)

1. 財産収入 10

1. 財産運用収入 10

2. 繰入金 801,042

1. 他会計繰入金 801,042

3. 繰越金 100

1. 繰越金 100

4. 諸収入 65,701

1. 預金利子 1

2. 雑入 65,700

5. 市債 1,617,700

1. 市債 1,617,700

2,484,553
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款 項 金　　　額

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計



 歳　出 (単位　千円)

1. 総務費 43,391

1. 総務管理費 43,391

2. 事業費 2,377,551

1. 事業費 2,377,551

3. 公債費 6,148

1. 公債費 6,148

4. 諸支出金 57,363

1. 繰出金 10,091

2. 基金積立金 47,272

5. 予備費 100

1. 予備費 100

2,484,553
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款 項 金　　　額

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計



第２表　地方債

　年５.０％以内
（ただし、利率見
直し方式で借入れ
るものについて、
利 率 の 見 直 し を
行った後において
は、当該見直し後
の利率）

政府資金についてはその融資条
件により、県、組合、銀行等の場
合はその債権者と協定又は定めら
れた融資条件による。ただし、市
財政その他の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、繰上償還
又は低利債に借換えすることがで
きる。

千円

土地区画整理事業債 1,617,700
普通貸借
又は

証券発行

起　債　の　目　的 限　度　額 起 債 の 方 法 利　　　率 償　還　の　方　法
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 １　総　括

 歳　入 （単位　千円）

1. 財産収入 10 0 10

2. 繰入金 801,042 324,773 476,269

3. 繰越金 100 100 0

4. 諸収入 65,701 82,501 △16,800

5. 市債 1,617,700 956,300 661,400

2,484,553 1,363,674 1,120,879

- 353 -

款 比　　　較本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

歳入歳出予算事項別明細書

歳　　入　　合　　計



1. 総務費 43,391 45,421 △2,030

2. 事業費 2,377,551 1,239,896 1,137,655

3. 公債費 6,148 3,887 2,261

4. 諸支出金 57,363 74,370 △17,007

5. 予備費 100 100 0

2,484,553 1,363,674 1,120,879

款
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歳　　　出　　　合　　　計

 歳　出

比　　　　較前年度予算額本年度予算額



（単位　千円）

43,391

1,617,700 759,851

6,148

57,363

100

1,617,700 57,363 809,490

- 355 -

その他
一般財源

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　　　　定　　　　　財　　　　　源

国県支出金 地方債



２　歳　入

(款) 1.財産収入 (項) 1.財産運用収入

 1. 利子及び配当金 10 0 10

10 0 10

(款) 2.繰入金 (項) 1.他会計繰入金

 1. 一般会計繰入金 801,042 324,773 476,269

801,042 324,773 476,269

(款) 3.繰越金 (項) 1.繰越金

 1. 繰越金 100 100 0

100 100 0

(款) 4.諸収入 (項) 1.預金利子

 1. 預金利子 1 1 0

1 1 0

(款) 4.諸収入 (項) 2.雑入

 1. 雑入 65,700 82,500 △16,800

65,700 82,500 △16,800

(款) 5.市債 (項) 1.市債

 1. 土地区画整理事業債 1,617,700 956,300 661,400

1,617,700 956,300 661,400

計

計

計

計

計

計
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目 本年度予算額 前年度予算額 比　　較



（単位　千円）

 1. 利子及び配当金 10 基金積立金利子 10

 1. 一般会計繰入金 801,042 一般会計繰入金 801,042

 1. 前年度繰越金 100 前年度繰越金 100

 1. 預金利子 1 預金利子 1

 1. 雑入 65,700 建設発生土受入金 65,700

 1. 土地区画整理事業債 1,617,700 土地区画整理事業債 1,617,700

 5.市債
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区　　分
説　　　　　　明

節

金　　額



３　歳　出

(款) 1.総務費 (項) 1.総務管理費

 1. 一般管理費 43,391 45,421 △2,030 43,391

43,391 45,421 △2,030 43,391

(款) 2.事業費 (項) 1.事業費

 1. 土地区画整 2,377,551 1,239,896 1,137,655 1,617,700 759,851

理事業費

計

特　定　財　源
一般財源

地方債 その他
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比　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳    

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

国県支出金



（単位　千円）

 2. 給料 18,980 01.給与費（土地区画整理事業） 43,217

 3. 職員手当等 14,617    2 給料 18,980

 4. 共済費 7,050 　　　一般職給 18,980

 9. 旅費 25    3 職員手当等 14,617

11. 需用費 73 　　　扶養手当 678

19. 負担金補助及 2,646 　　　地域手当 1,179

び交付金 　　　管理職手当 1,080

　　　通勤手当 280

　　　住居手当 186

　　　期末手当 4,864

　　　勤勉手当 3,350

　　　時間外勤務手当 3,000

   4 共済費 7,050

　　　職員共済組合負担金 6,950

　　　地方公務員災害補償基金負担金 100

  19 負担金補助及び交付金 2,570

　　　総合事務組合負担金 2,570

10.土地区画整理事業特別会計運営事業 174

   9 旅費 25

　　　普通旅費 25

  11 需用費 73

　　　消耗品費 43

　　　印刷製本費 30

  19 負担金補助及び交付金 76

　　　県土地区画整理推進協議会負担金 10

　　　各種研修会負担金 66

 1. 報酬 390 10.土地区画整理推進事業 2,377,551

 8. 報償費 210    1 報酬 390

 9. 旅費 60 　　　土地区画整理審議会委員報酬 370

11. 需用費 900 　　　土地区画整理評価委員報酬 20

12. 役務費 726    8 報償費 210

13. 委託料 348,231 　　　委員報償 210

15. 工事請負費 1,593,500    9 旅費 60

22. 補償補填及び 433,534 　　　普通旅費 27

賠償金 　　　費用弁償 33

  11 需用費 900

　　　光熱水費 900

  12 役務費 726

 2.事業費
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節

説　　   明
区　　分 金   額



2,377,551 1,239,896 1,137,655 1,617,700 759,851

(款) 3.公債費 (項) 1.公債費

 1. 利子 6,148 3,887 2,261 6,148

6,148 3,887 2,261 6,148

(款) 4.諸支出金 (項) 1.繰出金

 1. 一般会計繰 10,091 74,370 △64,279 10,091

出金 諸収入 (10,091)

10,091 74,370 △64,279 10,091

(款) 4.諸支出金 (項) 2.基金積立金

 1. 土地区画整 47,272 0 47,272 47,272

理事業基金 財産 (10)

積立金 諸収入 (47,262)

47,272 0 47,272 47,272

(款) 5.予備費 (項) 1.予備費

 1. 予備費 100 100 0 100

100 100 0 100

計

計

計

計

計

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

国県支出金 地方債 その他
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比　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳    

特　定　財　源
一般財源

目



（単位　千円）

　　　通信運搬費 492

　　　手数料 9

　　　保険料 225

  13 委託料 348,231

　　　環境影響評価調査委託料 2,464

　　　土壌調査委託料 4,420

　　　企業誘致活動支援業務委託料 4,950

　　　土地区画整理事業包括支援業務委託料 336,397

  15 工事請負費 1,593,500

　　　吉川美南駅東口周辺地区基盤整備工事費 1,593,500

  22 補償補填及び賠償金 433,534

　　　損失補償費 433,534

23. 償還金利子及 6,148 10.長期債償還事業（利子） 6,148

び割引料   23 償還金利子及び割引料 6,148

　　　土地区画整理事業債償還利子 6,148

28. 繰出金 10,091 10.一般会計繰出事業 10,091

  28 繰出金 10,091

　　　一般会計繰出金 10,091

25. 積立金 47,272 10.吉川美南駅東口周辺地区土地区画整理事業基金積立事業 47,272

  25 積立金 47,272

　　　吉川美南駅東口周辺地区土地区画整理事業基金積立金 47,272

29. 予備費 100 10.予備費 100

  29 予備費 100

　　　予備費 100

 5.予備費

区　　分 金   額
説　　   明
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節



（単位　千円）

期末手当 その他の

年間支給率 手　　 当

その他の
特 別 職

15 390 390 390

計 15 390 390 390

その他の
特 別 職

15 482 482 482

計 15 482 482 482

長 等

議 員

その他の
特 別 職

△ 92 △ 92 △ 92

計 △ 92 △ 92 △ 92

合　計
計

比　較

議 員

議 員

長 等

給 与 費 明 細 書

職員数

（人）
区 分 備　考

報　酬 給　料

１．特　別　職

本年度

前年度

長 等

給　　　　　　与　　　　　　費

共済費
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２．一　般　職

（１）　総　　　括 （単位　千円）

報　　酬 給　　料 職員手当 計

職員手当の内訳

0人

5人

1,080

42,323

33,597 7,050 40,647

比 較

179

444

△ 78

△ 442 △ 1,607 △ 69 △ 1,676

前 年 度

756

15,059 35,204 7,119

14,617本 年 度

前 年 度 20,145

18,980

5人

1,179

区 分 職 員 数

給 与 費

備　　考合　　計共 済 費

比 較 △ 1,165

特 殊 勤 務 手 当

1,080

区 分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当

時 間 外 勤 務 手 当

1,255

本 年 度

678

管 理 職 手 当

通 勤 手 当

△ 3325,196

△ 76

0

280

3,350

2,500

3,649

500

0

4,864

3,000

101

△ 258186

△ 299
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額

千円

給 料 △ 1,165 昇給に伴う 226 平均昇給率 1.61%

増加分

その他の増減分 △ 1,391 職員数の異動状況

（現に在職する職員数）（その他） （計）

本年度　　5人 0人 5人

昨年度　  5人 0人 5人

増 減 　　0人 0人 0人

採用退職の状況等

29年度中退職者数 0人

30年度中就職者数 1人

30年度中退職者数（見込） 0人

31年度中就職者数（見込） 0人

職 員 手 当 △ 442 制度改正に伴う

増減分

その他の増減分 △ 442

増減事由別内訳

職員の異動等に伴う増減

備 考説 明

職員の異動等に伴う増減

（再任用を含む）
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（３）　給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与

一 般 行 政 職 単 純 労 務 職

平 均 給 料 月 額 312,560円 -

平 均 給 与 月 額 368,390円 -

平 均 年 齢 39.00歳 -

平 均 給 料 月 額 331,900円 -

平 均 給 与 月 額 392,496円 -

平 均 年 齢 40.80歳 -

イ　初任給

国 の 制 度

一 般 行 政 職

高 校 卒 158,300円 158,300円 148,600円

短 大 卒 170,100円 170,100円 -

大 学 卒 187,200円 187,200円 180,700円

単純労務職一般行政職区　        　分

区 分

平成３１年１月１日現在

平成３０年１月１日現在
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ウ　級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

（級別の標準的な職務内容）

１ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級

主　　事 主　　任 係　　長 課長補佐 課　　長 副 部 長 部　　長

技　　師 主　　査 副 主 幹 主　　幹

保 健 師

区 分

一 般 行 政 職

計 計

平 成 ３ ０ 年 １ 月 １ 日 現 在

１ 級

７ 級 0 0.0

計 - -

１ 級

６ 級 0 0.0

３ 級 1 20.0

1 20.0４ 級

計

40.0 ２ 級

0

5 100.0

５ 級 1 20.0

４ 級

５ 級

６ 級

７ 級

２ 級 2

1

区 分

一 般 行 政 職

２ 級 1 20.0

平 成 ３ １ 年 １ 月 １ 日 現 在

３ 級

0.00

1

１ 級 １ 級

0

20.01

1

２ 級

20.0

20.0

- -5

0.0

100.0

単 純 労 務 職

20.0

0.0
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エ　昇給

一般行政職 単純労務職

職 員 数 （Ａ） 5人 5人

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） 5人 5人

１号給 0人 0人

２号給 0人 0人

４号給 5人 5人

８号給 0人 0人

100.0％ 100.0％

職 員 数 （Ａ） 5人 5人

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） 5人 5人

１号給 0人 0人

２号給 0人 0人

４号給 5人 5人

８号給 0人 0人

100.0％ 100.0％

号 給 数 別 内 訳

前

年

度

合 計

代 表 的 な 職 種

区 分

本

年

度

号 給 数 別 内 訳

比　　　　　　　　　率　　　（Ｂ）／（Ａ）

比　　　　　　　　　率　　　（Ｂ）／（Ａ）
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オ　期末手当・勤勉手当

支給率計

６月（月分） １２月（月分） （月分）

2.225 2.225 4.450
(1.175) (1.175) (2.350)

2.125 2.275 4.400
(1.075) (1.225) (2.300)

2.225 2.225 4.450
(1.175) (1.175) (2.350)

※（　　）内は再任用職員の標準的な支給率

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度 そ の 他 の

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特
例措置
（2％～50％加算）

埼玉県市町村総
合事務組合加入

国 の 制 度
( 支 給 率 等 )

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特
例措置
（2％～50％加算）

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

国の指定基準に基づく支給率

支 給 率

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
区 分

有

有

5人

単 純 労 務 職一 般 行 政 職

支 給 期 別 支 給 率

区 分

級 等 に よ る 加 算 措 置

備 考

支 給 対 象 職 員 数

代 表 的 な 職 種
全 職 種

代 表 的 な 特 殊
勤 務 手 当 の 名 称

-給料総額に対する比率（％）

区 分

本　年　度

支給対象職員の比率（％）
（平成３１年１月１日現在）

-

備 考

支 給 対 象 地 域

国 の 制 度

前　年　度

6％

- -

有

-

全地域

-

6％
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区 分 国の制度との異同

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 異 な る 　持ち家居住者　　（国）無

　　　　　　　　　（市）4,500円

　　　　　　　　　　　　5,500円 [新築又は購入から5年間まで]

通 勤 手 当 異 な る 交通用具使用者 　（国） 　（市）

２km以上５km未満 2,000円 3,000円

５km以上１０km未満 4,200円 以下国と同じ

１０km以上１５km未満 7,100円

１５km以上２０km未満 10,000円

２０km以上２５km未満 12,900円

２５km以上３０km未満 15,800円

３０km以上３５km未満 18,700円

３５km以上４０km未満 21,600円

４０km以上４５㎞未満 24,400円

４５㎞以上５０㎞未満 26,200円

５０㎞以上５５㎞未満 28,000円

５５㎞以上６０㎞未満 29,800円

６０㎞以上 31,600円

交通機関等の利用者

差 異 の 内 容

-

運賃等相当額
55,000円まで

全額支給

ケ　その他の手当
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1
吉川美南駅東口周辺地区企業誘致
活動支援業務委託事業

21,000 平成２９年度～平成３０年度 14,816

2
吉川美南駅東口周辺地区土地区画
整理事業包括支援業務委託事業

1,400,000 平成２９年度～平成３０年度 709,164

3
宅地造成事業（平成３１年度事業
分）

87,000

事 項

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る

額 又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年

限 度 額
前 年 度 末 ま で の 支 出 （ 見 込 ） 額

期 間 金 額
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（単位　千円）

平成３１年度 4,950 4,950

平成３１年度～平成３３年度 670,836 670,800 36

平成３１年度 52,500 52,500 0

期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

ものについての前年度末までの支出

度以降の支出予定額等に関する調書

当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源
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当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当該年度中元金
償 還 見 込 額

公 営 企 業 債 525,500 1,335,500 1,617,700 0 2,953,200

① 土地区画整理事業債 525,500 1,335,500 1,617,700 0 2,953,200

525,500 1,335,500 1,617,700 0 2,953,200合　　　　　計

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

（単位　千円）

区 分
前 々 年 度 末

現 在 高

前 年 度 末

現在高見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込
当 該 年 度 末

現在高見込額

1.
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